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2020年の東京オリンピックの開催決定を
受け、東京一極集中、その裏にある地方の
活力低下、それらの問題への対応策等の議
論が再び活発化してきている。増田寛也氏
を中心とした研究チームによる『地方消滅』
は、昨年のベストセラーになった。同書で
も示されているように、近未来的には東京
への一極集中の更なる加速が進むが、長期
的には人口の大都市圏への供給源であった
地方圏の人口再生産の先細りにより、東京
大都市圏においても人口減少・高齢化に伴
う諸問題の発生がシミュレーションされて
いる。地方の活力低下・少子高齢化の進展
は、将来的には大都市圏の活力の維持にも、
暗い影を落とすことにつながる。 
こうした課題の解決に向け、我々に残さ
れた時間的な猶予は少ない。山崎治「オリ
ンピックの経済効果を地方にまで波及させ
た英国～東京オリンピックに対する懸念の
解消に向け」（『レファレンス』2015年 4月
号）では、2020年の東京オリンピックの参
考事例として、同じく先進国の首都で開催
されたロンドンオリンピックの取り組み・
経験を紹介・分析し、東京オリンピックへ
の示唆を導いている。同論文によると、英
国ではオリンピックの効果の地方への波及
を重視し、大会関連のビジネス契約案件に
関する情報提供の支援、事前合宿の誘致、
開催国全土で文化・芸術に関するパフォー
マンスや展示などを行う「カルチュラル・
オリンピアード」の全国展開などを行った。
これらの取り組みの結果としてオリンピッ
クの効果が地方に及び、海外からの投資増
の 6 割近くがロンドン以外の地域に向けら
れたことを紹介している。2020年の東京オ
リンピックに向けて、開催効果を意識的に
全国に波及させるための総合的な取り組み
の必要性を、こうした先進事例は示唆して
いるといえる。 
同時に、財政面での制約条件が従来以上
に高まっている昨今、地方圏が自ら産業を
興し、雇用機会を創出していくことも重要
な政策課題である。神尾文彦「大都市と地
方の自立共生モデル～ローカルハブの形成
が重要に～」（『知的資産創造』2015年 6月
号）では、人口の集積が小規模である割に
高い生産性・所得水準を維持しているドイ
ツの拠点都市の事例を参照しながら、地方
に本社機能を有するグローバル企業とベン
チャー・中小企業や大学等の間で、仕事を
生み出すループが構築され、それを金融・
人材・都市インフラなどが支えている姿を
紹介している。その上で、こうした姿を実
現していくために、国からのトップダウン
型の構想・戦略提示ではなく、各地域の競
争・自立を促すボトムアップ型の制度設計
の必要性を指摘している。 
『JRIレビュー』2015 年第 6 号は、こう
した問題を集中的に取り上げる特集を組ん
でいる。西崎文平「東京一極集中と経済成
長」では、サービス経済化が進展する状況
下での都市圏への集中傾向に関する分析を
行っている。そこでは、東京圏への人口集
中の程度は国際的に見ても高い部類に属す
る反面、第 2 位都市圏（＝近畿圏）以下の
人口規模も大きいことから、必ずしもフラ
ンスに象徴的に見られるような「一極集中」
の形にはなっていないことが示されている。
また産業活動においては、特に東京は情報
通信業の集中度は高くなっているものの、
集中度に見合った付加価値の集中を得られ
ていない（すなわち、集積のメリットを実
現できていない）ことから、逆説的に「東
京圏への人口集中を軽減することと、日本
全体の成長力を強化することは、政策的に
トレードオフの関係にはない」ことを示し
ている。 
同号の藤波匠論文「イノベーションによ
る地方都市の持続性向上～「東京一極集中
説」と「地方消滅」に惑わされない地方再
生～」では、イノベーションを都市の再生
の観点から論じている。具体的には①既存
民間インフラを公的利用する新しい官民連
携（ショッピングセンター等の民間施設の
公共サービス拠点化等）、②住民ニーズに応
えるサービスの担い手側の進化（民間企業
や団体が、地域の維持に不可欠な多様なサ
ービスを一手に引き受け、複数の事業で経
営資源を共有する「範囲の経済」を実現し、
収益性を高める）、③縦割りを廃した道路と
交通の一体的な政策運営への転換、④交通
や介護の分野における最新技術の導入等を
通じて、地方都市における人口減少や人口
密度の低下という課題を、都市の機能性の
向上で乗り越えることの必要性を論じてい
る。 
一極集中問題に関しては、東京が世界都
市としての競争力を維持向上させていかな
いと、アジアにおけるハブ機能を維持でき
ないという観点から容認する（あるいは、
必要性を主張する）議論と、更なる集中は
地方圏の疲弊を加速させ、それが中長期的
には大都市圏の疲弊をもたらすことから、
地方圏の活力を維持させるべきという議論
が並存し、コンセンサスが見出せていない。
生産性を高めるために、集積のメリットが
一定程度機能することは過去の実証研究か
ら得られる示唆であるが、今日における東
京圏への集中は、労働者の過酷な通勤・労
働環境や、不十分な子育て環境という「隠
れた負担」の上に成立していることも看過
できない（例えば、東京都の合計特殊出生
率は 47 都道府県中最下位である）。東京が
グローバル都市として活力を維持していく
ためにも、高等教育機関への進学や就職を
契機として人口を東京圏へ送出する地方圏
の活力維持は不可欠である。その意味にお
いて、純粋に経済活動面での動機による集
中傾向を除き、人為的にとり除きうる要因
は極力排除し、各地域の創意工夫が生かし
うる地域活力創出の実現を本格的に模索し
ていくべきであろう。地域問題の解決に向
けての処方箋は、実情をよく知る各地域の
ほうが、具体的に持っているのである。 
